
　厚生労働省が生活習慣病の
　予防策を強化

◆寿命は延びても不健康な期間は変わらず
厚生労働省が、生活習慣病の予防策を強化します。高齢者人
口が増えるなか、健康に過ごせる寿命を延ばし、意欲ある高
齢者が長く働けるようにするのが目的です。背景には、人手
不足があります。
寿命は年々延びており、日常生活を制限なく送ることができ
る期間を指す健康寿命も延びていますが、健康でない状態で
暮らす期間は、男女ともにほとんど変わっていません。この
ままだと高齢化で病気を抱える人が増えるため、これに対応
する必要があります。

◆予防対策は「ジム利用料の医療費控除拡大」と
「自治体の予防事業支援」
厚生労働省は、インセンティブを強化することにより予防対
策を強化する方針です。その１つめは、生活習慣病の患者が
医師の指導に沿ってジムなどで運動をすると医療費として費
用を控除できる制度がありますが、その対象となるジムを増
やすことです。２つめは、生活習慣病の予防事業に力を入れ
る自治体に渡る交付金を増やすことです。

◆ジムの利用料が医療費控除になる要件
ジムで運動した場合に医療費控除の対象になるためには、次
の３つの要件があります。
①　特定健康診査（いわゆるメタボ健診）において、高血圧
症、脂質異常症、糖尿病などの生活習慣病である、または同
等の状態であると診断された場合や、医師の「運動療法処方
箋」に基づいて行う運動療法として行う運動であること。
②　厚生労働省が指定した「指定運動療法施設」で運動療法
に取り組むこと。
③　おおよそ週 1 回以上の頻度で８週間以上にわたって、施
設での運動を行っていること。
②の「指定運動療法施設」であるジムや施設は全国で 200 カ
所程度にとどまっています。対象施設の要件として、健康運

◆定年の引上げによる措置を講じる企業が微増
調査によると、65 歳まで雇用確保措置のある企業は全体で
99.8％となっています。内訳としては、「定年制の廃止」が
2.6％（変動なし）、「定年の引上げ」が 18.1％（1.0 ポイント
増加）、「継続雇用制度の導入」が 79.3％（1.0 ポイント減少）
となっており、定年制度よりも継続雇用制度により雇用確保
措置を講じる企業の比率が圧倒的に高い状況が読み取れます
が、わずかながら定年の引上げを講じる企業が増加している
様子も読み取れます。また、65 歳を定年とする企業は全体
で 16.1％（0.8 ポイント増加）、中小企業で 16.8％、大企業
で 9.4％となっています。

◆66 歳以上働ける制度のある企業は約 28％
66 歳以上働ける制度のある企業は全体で 27.6％（中小企業
28.2％、大企業 21.8％）に上っています。希望者全員が働け
る制度に限ると 10.6％になります（中小企業 11.4％、大企
業 3.5％）。また、70 歳以上働ける制度のある企業は全体で
25.8％（中小企業 26.5％、大企業 20.1％）、定年制の廃止企
業は 2.6％（中小企業 2.9％、大企業 0.5％）となっており、
人手不足が深刻な中小企業では特に、高齢者の雇用に関する
意欲が高いことがうかがえます。

◆政府は 70 歳まで雇用継続へ法改正を検討
政府は 11 月 26 日に行われた未来投資会議で、雇用の継続を
企業に求める年齢を現在の 65 歳から 70 歳へ引き上げるため
に高年齢者雇用安定法の改正を目指すとしています。雇用継
続は定年延長や再雇用制度の導入だけでなく、別の企業で働
き続けるといった他の選択肢を盛り込むことも検討するとし
ています。高年齢者の雇用に関する措置については、さらな
る検討が必要でしょう。

【厚生労働省「平成 30 年「高年齢者の雇用状況」集計結果」】
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000182200_00002.ht
ml
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動指導士の配置や生活指導のための設備の設置、医療機関と
提携していることが求められるためです。今回の見直しでは、
こうした基準を緩めるなど制度の使い勝手を検討し、対象と
なるジムを増やす方針です。患者に有効な運動プログラムを
処方する医師に対する診療報酬を引き上げることも検討しま
す。

◆自治体の予防事業への交付金にメリハリをつけて競争を促
進
平成 30 年度から実施されている「保険者努力支援制度」は、
国民健康保険の財政基盤立て直しを主とする医療保険制度改
革法に盛り込まれ、医療費の抑制で成果を上げた自治体に予
算を重点配分する制度です。今回の見直しでは、その交付金
にいっそうメリハリを利かせる予定です。自治体が手がける
特定健康診査の実施率や糖尿病の重症化予防の取組みを点数
化し、点数によって大きな差がつくようにして、自治体に予
防対策の競争を促進するのが目的です。

　平成 30 年「高年齢者の雇用状況」
　集計結果より

◆平成 30 年「高年齢者の雇用状況」
厚生労働省が平成 30 年「高齢者の雇用状況」（６月１日現在）
を公表しました。「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」

（高年齢者雇用安定法）では 65 歳までの安定した雇用を確保
するため、企業に「定年制の廃止」「定年の引上げ」「継続雇
用制度の導入」のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）
を講じるよう義務づけており、毎年６月１日現在の高年齢者
の雇用状況の報告を求めています。今回の集計結果は、この
雇用状況を報告した従業員 31 人以上の企業 15 万 6,989 社の
状況をまとめたものです。
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　　今月の税務と労務の手続

10 日
　○　源泉徴収税額（※）・住民税特別徴収税額の納付
　　　［郵便局または銀行］
　　　※ただし、６ヵ月ごとの納付の特例を受けている場合
　　　　には、30 年 7 月から 12 月までの
　　　　徴収分を 1 月 20 日までに納付
　○　雇用保険被保険者資格取得届の提出
　　　＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞
　　　［公共職業安定所］
　○　労働保険一括有期事業開始届の提出
　　　＜前月以降に一括有期事業を開始している場合＞
　　　［労働基準監督署］
　　
31 日
　○　法定調書＜源泉徴収票・報酬等支払調書・同合計表＞
　　　の提出［税務署］
　○　給与支払報告書の提出＜１月１日現在のもの＞
　　　［市区町村］
　○　固定資産税の償却資産に関する申告［市区町村］
　○　個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第４期分＞
　　　［郵便局または銀行］
　○　労働者死傷病報告の提出
　　　＜休業４日未満、10 月～ 12 月分＞［労働基準監督署］
　○　健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］
　○　健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］
　○　労働保険料納付＜延納第 3 期分＞
　○　労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の
　　　提出［公共職業安定所］
　○　外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場
　　　合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞
　　　［公共職業安定所］
　○　固定資産税に係る住宅用地の申告［市区町村］

本年最初の給料の支払を受ける日の前日まで
　○　給与所得者の扶養控除等（異動）申告書の提出
　　　［給与の支払者（所轄税務署）］
　○　本年分所得税源泉徴収簿の書換え［給与の支払者］
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